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Ⅰ　は　じ　め　に

　２００８（平成２０）年３月時点で，主として眺望及び景観の保護が焦点と

なった裁判事例のうち，筆者が収集できた判例集掲載等の事例（一部は未

登載）は，事件数で前者で３７件，後者で３１件ほどに上る１）。本稿の目的は，

これらの裁判事例の歩みを分析し，とくに眺望及び景観の法的保護に一歩

一歩向かって進むそのときどきの道標（みちしるべ）ともなったと思われ

る裁判事例に着目し，その特徴あるいは標識を概観することにある。

　公害訴訟と比肩される環境保護訴訟の類型のうち，眺望阻害は，日照妨

害・通風妨害・圧迫感被害・プライバシー侵害等の「消極的生活妨害」 ２）の

事例と境界を接し，景観・美観・風致等の毀損は，文化財・自然・環境の

破壊などの事例と境界を接するので，境界線の事例をいずれにカウントす

るかは論者によって異なり得る。また，保護法益としての眺望と景観は，
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　１）　後掲「眺望・景観訴訟事件の諸類型一覧表」参照。なお，事件数は，実質同一
の事件ではあっても，訴訟手続きの違いによって別件に数えた。
　２）　「消極的生活妨害」とは，隣地からの有害のガス，粉じん，悪臭，騒音，振動
などの侵入がある「積極的生活妨害」と対比して用いられる。日照妨害，眺望阻
害などでは，このような「侵入」による「積極的」な干渉はないので，「消極的生
活妨害」と呼ばれるけれども，日照や眺望が奪われると生活上の不便，不利益，
不自由，閉塞感，不快感等の被害が生じるので，やはり「生活妨害」の類型に含
められるのである。
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明確に区別することが困難な場合があるが，私見では，便宜上これをでき

るだけ区分して取り扱うのが望ましいというだけでなく，法的保護の可能

性を追求するためには両者を区別するのが妥当と考えている３）。その理由

は，眺望阻害の裁判事例では，特定の旅館事業者等あるいは私人・個人が

享受している眺望利益の保護に焦点があり，観望地点としては「私的スポッ

ト」ともいえる客室，居間等からの見晴らしの良さが近隣の建築物等の建

設によって視界を遮られるという点に特徴があり，もっぱら私的利益とし

ての眺望利益が保護目的とされている。これに対して，景観等の破壊の事

例では，特定の地域住民及び各種の団体，さらには不特定多数の市民ある

いは観光客などが共同で享受している「公共的利益」ともいうべきすぐれ

た景観そのものが建造物の建設により壊されるという点に特色がある。こ

こでは，地域住民の生活圏域及び公道，公園，海浜地，登山道，展望場所

等々の「公的スポット」から見た風景外観の有り様（「眺望景観」と称して

もよい。）が強く意識されており，個々人の私的利益（無論これも含まれる

けれども）を超えたいわば「公共的空間利益」の保護が目的とされている
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　３）　広辞苑（第　６ 版）によれば，眺望とは，遠く見渡すこと。見渡したながめ。み
はらし。とされ，景観とは，風景外観。けしき。ながめ。また，その美しさ。と
されている。両者に共通する要素の「ながめ」に着目すると区別は困難である。
しかし，眺望は，見渡しながめる主体にアクセントがあるのに対して，景観は，
ながめられる対象・事物にアクセントがあり，審美的要素を含む客観的な形象，
外的環境の眺めの総体が景観であるとすると，両者のちがいはたんにニュアンス
の相違にすぎないとはいえないように思われる。（「景観は，これを捉える『主体』
があって初めて意味をもつ。」，「景観にも客観的なものが存在する。」，「景観は空間
的にはきわめて客観的に形成されている。」以上田村　明『美しい都市景観をつく
るアーバンデザイン』朝日選書，１９９７年３０頁以下参照。）

　　語源的にも，眺望，観望，風景などは古くから用いられてきたが，景観は，２０
世紀初頭に植物学者の三好学がドイツ語のラントシャフト（Landschaft）に与えた
訳語とされ，わが国では比較的新しく用いられ普及するようになったものである。
なお，本稿で「眺望景観」と称する場合には，「外的環境を眺める人間の視点と，
眺める対象となる外的環境の相互関係に着目した景観の概念」（中島　晃『景観保
護の法的戦略』かもがわ出版，２００７年６７頁）といった意味で用いることにしたい。



からである４）。　　

　ところで，時期的には本稿では直接対象としては取り上げない日照妨害

訴訟事例がまず先行し，その後に眺望阻害訴訟及び景観訴訟事例が続く観

があるけれども，両者ともに，近年とくに高層マンション等の建築をめぐ

る事案が徐々に増加する傾向が見られるのは何故であろうか。それには，

以下のような事情があるものと思われる。１９７６（昭和５１）年に，建築基準

法の改正による「日影規制」が導入されて以降，そのころ多発していた日

照権訴訟は大幅に減少することになった５）。その反面で，一般住宅の眺望利

益が日照・通風などとも区別される独自の生活利益として法的保護に値す

るとの判旨を打ち出す裁判例６）が現れたことがきっかけとなって，日照と

並ぶ眺望を前面に押し出す訴訟戦略がとられるようになったからであろう。

景観訴訟の多発についても，同じような事情があるが，ただし，こちらは，

環境権の主張に否定的な判決が続いてきたので，意図すると否とにかかわ

らず，環境権の個別具体的な要素でありそのシンボルともいえる景観権に

着目し，それを強く押し出すことによって，環境権訴訟の隘路を打開しよ

うとする試みでもあったように思われる。

Ⅱ　眺望阻害事例

　眺望阻害事例は，便宜上（１）旅館事業者等の事例，（２）広告看板等遮蔽事

例，（３）マンションに関する事例，（４）その他の事例に分類される。
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　４）　以上のような区分は，筆者の独自の見解というのではなく，環境紛争の事物の
性格を見据えたものとして，初期のころから識者によって気づかれていたことで
ある。（判例大系刊行委員会編著・牛山　積編集代表『大系環境・公害判例』第　７ 
巻「Ⅲ眺望・景観」（富井利安執筆），旬報社，２００１年１８２頁，注３）に掲げた文献
を参照。）
　５）　日置雅晴「景観紛争の経験からみた景観法」ジュリスト１３１４号，２００６年５６頁，
中島・前掲２２頁参照。中島弁護士は「建築基準法の改正により，日影規制が設けら
れたことが，その後の日照権裁判の展開を困難にすることになったといっても過
言ではない。」と述べている。
　６）　後掲「一覧表」のⅠ－１２熱海フジタマンション事件の東京高裁決定及びⅠ－３３
横須賀野比海岸事件の横浜地裁横須賀支部判決がこれである。
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（１）旅館事業者等の事例

　これは，いずれも有数の観光地で旅館，料理飲食店，土産物店などを営

む事業者の土地建物からの眺望が阻害されたというもので，すべて工事禁

止の仮処分申請事件である。猿ヶ京，岡崎有楽荘，松島海岸の３例で差止

認容の判決・決定が出され，他は却下例である。岡崎，松島の決定にはそ

の理由が付されていないが，申請人にとっての眺望阻害のみならず，周辺

の景観破壊も考慮に入れて仮処分認容となったことが伺われる。

　猿ヶ京の前橋地裁判決は，申請人旅館の客室からの眺望を阻害する相手

方旅館の建築行為は民法第１条３項による権利濫用であると明示している

が，松島海岸事件の仙台高裁判決は権利濫用を認めず，申請人の逆転敗訴

となった。

　ところで，旅館事業者等にとっての眺望利益は，一般の住宅にとっての

それと同様に，それが生活利益の一部を成し，それに精神的安らぎを求め

る人格的利益が含まれることは明らかである。しかし，それが営業利益の

側面を有することも否定しがたい。白浜温泉事件や松島海岸事件のように

同業者間で争われた事例で，裁判所が，社会的に相当でやむを得ない眺望

の阻害は営業の自由という財産権に基づく適正競争の範囲内の問題に過ぎ

ないとの判旨を採用しているのはそのことを意識しているからだと思われ

る。

（２）広告看板等遮蔽事例

　これら４例とも請求棄却例である。ホテル，店舗，事業所等の位置を示

す見慣れた看板・標識板が遮られると不特定多数の公衆にとっても不都合

を生じるということはある。しかし，一般公衆に対する観望効果をねらっ

た商業広告板のような遮蔽事例では，純然たる営業利益に係わる問題とし

て割り切るほかない。市街地の土地利用のあり方からすれば，かかる営業

利益が保護されなかったとしてもやむを得ないであろう。
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（３）マンションに関する事例

　マンションに関する事例は，景観破壊事例に分類されるものも含めて増

加傾向にある。これは，さらに①マンション等の建設によるマンション住

民の被害事例，②マンション売買解約事例，③マンション建築による低層

住宅の被害事例に分類される。

　以上の事例のうち，武庫山，熱海，伊豆高原，多賀城，青葉山，知多半

島の事件は仮処分申請事例であるが，その他の事件は損害賠償等請求事例

が殆どである。初期の武庫山事件の判決は，日照阻害・圧迫感被害・覗き

見などの被害及び３階以上の建物は建てない等の特約違反を理由に住宅地

における３階建ての共同住宅の建設差止めを認容した。青葉山，多賀城の

ケースでは，仮処分申請が一部認容されたが，前者の仙台地裁の決定は，

日照妨害・電波障害・圧迫感・プライバシーの侵害を理由に目隠し，アン

テナ設置などの積極的措置を採るよう命じるとともに，　１  戸分の工事禁止

命令を出した。後者の仙台地裁の決定は，眺望阻害・日照妨害を理由に建

築中の最上階の８階部分の工事禁止の差止命令を出している。

　熱海フジタマンション事件の東京高裁決定は，抗告棄却例ではあるが，

眺望利益の保護要件を詳細に説示し，その限りで先例としての意義を有す

る。曰く「もっとも，このことは，右のような眺望利益がいかなる意味に

おいてもそれ自体として法的保護の対象となりえないことを意味するもの

ではなく，このような利益もまた，一個の生活利益として保護される価値

を有しうるのであり，殊に，特定の場所がその場所からの眺望の点で格別

の価値をもち，このような眺望利益の享受を一つの重要な目的としてその

場所に建物が建設された場合のように，当該建物の所有者ないし占有者に

よるその建物からの眺望利益の享受が社会観念上からも独自の利益として

承認せられるべき重要性を有するものと認められる場合には，法的見地か

らも保護されるべき利益であるということを妨げない。」

　損害賠償等請求事件では，芦屋・草津・札幌住友不動産・隅田川の事件，

木曽駒高原・大阪忍ヶ丘の事件，京都二条城・福岡の二つの売買解約事件
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の８例で損害賠償等認容判決が出された。ただし，忍ヶ丘の大阪高裁判決

は，眺望阻害につき受忍限度を超えるとの立証がないとして，逆転判決を

下した。

　ところで，芦屋，草津，木曽駒高原の各事件の判決は，居住用マンショ

ン，リゾートマンション，社員用別荘につき眺望阻害による土地建物の財

産的価値の減少を損害とみて，これに対する賠償金（芦屋では最高２５０万円，

草津では６９４万円余，木曽駒では２３７万円余）の支払いを命じており，慰謝

料は認めていない。これらの各判決は，眺望利益は土地建物という財産権

に含まれるものと捉えていることが伺える。しかし，忍ヶ丘の大阪地裁判

決は，眺望阻害による土地建物の価値の減少という財産的損害は生活利益

の侵害による精神的損害に包摂され，独立の損害として評価することはで

きないとして，１２０万円の慰謝料の賠償のみを認めている。札幌住友不動

産・隅田川の判決は，前者では原告３名に総計２２５万円の損害賠償を認容し，

後者では原告夫婦合計６６万円の慰謝料のみを認容している。このように，

眺望阻害を土地建物に係る財産権の侵害とみるのかそれとも人格的利益な

いし人格権の侵害とみるのかは裁判例で一致していない。

　なお，マンション青田買い解約事件のうち，二条城の事例では，手付金

の返還分と慰謝料等で５５８万円余の賠償が認められ，福岡反訴の事例では，

反訴原告に手付金の返還ほか１９６万円余が認容されている。

　以上のうち，認容例では，民事違法性の判断基準としては「受忍限度を

超える」とか「不法行為」（民法第７０９条）を理由とするものが殆どである。

ただし，マンションを巡る紛争では，売主の「日当たり良好，眺望も良い」

といったセールストークを信じて購入した買主が，後に別のマンション等

の建築で良好な住環境を阻害され，信頼を裏切られたと憤って損害賠償等

を請求する事案が多い。学説では，このことに着目して，「みせかけの快

適な住環境」を奪われた事例では，売主の瑕疵担保責任の問題と構成すべ

きとするものがあり７），また，環境瑕疵と契約責任の視点から，①隣地に
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　７）　下森　定「マンションの売主はその分譲に際し，買主に隣地の利用計画につい →



売主の支配が及ばない場合と②隣地に売主の支配が及ぶ場合とに区分して

論じる見解８），①眺望利益侵害型（第３者による建物の建築によって自己の

眺望が侵害される場合）と②信頼違背型（売買の当事者間で，眺望に関す

る説明の有無・内容を巡って事後に紛争が生じる場合）とに区分する見解９），

①第三者原因型と②売主原因型に区分する見解１０）などが出されている。

　興味深いのは，上記のそれぞれの①の類型に属する事例においてさえも，

売主に，販売契約時点で近い将来の近隣地の環境変化の事情等を「調査・

説明・告知」すべき信義則上の義務（民法第１条２項）があるとする裁判

例が多いということである１１）。ただし，実際には，その義務違反はなく，

したがって，売主の債務不履行責任ないし不法行為責任は認められないと

して，損害賠償請求を棄却した判決が殆どである。

　次に，上記のそれぞれの②に属する信頼違背型，売主原因型等の類型に

は，前述のマンション青田買い解約事例が含まれるほかに，眺望を売り物

にして売っておきながら，その同じ売主が買主が入居して数年後に（短い

場合には１年ほど後に）隣接地ないし近隣地に別のマンションの建築をし，

買主の居室からの眺望を阻害するといったより背信性の強いケースが多々

ある１２）。これに属する一群の事例では，伊豆高原事件，大阪ベルシャトウ
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て調査告知する義務を信義則上負担しているか」判例タイムズ３１１号，１９７４年８６頁
以下。
　８）　本田純一「不動産取引と環境瑕疵――契約責任という視点から」ジュリスト
９７２号，１９９１年１２９頁以下。長谷川義仁「マンション購入者の日照・眺望等の利益
と売主の責任」広島法学３０巻　２ 号，２００６年５３頁以下も参照。
　９）　伊藤茂昭／棚村友博／中山　泉「眺望を巡る法的紛争に係る裁判上の争点の検
討」判例タイムズ１１８６号，２００５年　４ 頁以下。

１０）　鎌野邦樹「眺望・景観利益の保護と調整」NBL８５３号，２００７年１０頁以下。
１１）　この信義則上の調査解明・告知説明義務を明示したリーディング・ケースは
「一覧表」Ⅰ－１１の田園調布スカイマンション事件に係る東京地裁判決ではないか
と思われる。

１２）　「一覧表」Ⅰ－１７の芦屋朝日住建マンション事件は，マンション分譲業者が眺
望の良さを売りにし，将来眺望を阻害する建物が建築される恐れはないなどと説
明して，販売しておきながら，後に別の業者に南側隣接地を売却し，その事業者
がマンションを建築して眺望を阻害したという事案であるけれども，大阪地裁判 →

→
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事件を除いて，多賀城事件，草津事件，札幌住友不動産事件，隅田川事件

の一連の判決・決定では，たんに，売主の「調査・説明・告知」義務違反

にとどまらず，買主が隣地に眺望を阻害する建物が建築される可能性がな

いと信頼したことは法的に保護されるべきであると説示するなど１３），より

積極的・包括的に「売主は，買主に対して自らが売り物にした当初の眺望

を妨げないよう配慮する信義則上の義務がある」といった新たなルールを

創設したものと評価することができる。

（４）その他の眺望阻害事例

　京都平安閣，横須賀野比海岸の事件で損害賠償認容判決が出された。た

だし，前者では眺望阻害は受忍限度内とされた。後者では，裁判所は建物

の一部撤去の請求は退けたものの，低層住宅に住む一般の居住者が被った

眺望阻害につき初めて慰謝料（夫婦各１００万円）の支払いを命じた。判決曰

く「眺望も，地域の特殊性その他特段の状況下において，右眺望を享受す

る者に一個の生活利益としての価値を形成しているものと客観的に認めら

れる場合には，濫りにこれを侵害されるべきではないという意味において

法的保護の対象となると解すべきである。」

　姫路三景園事件では，原告により「建築協定」に違反する建物の３階部

分の撤去が求められた事案であるが，判決は，被告主張の「撤去請求は権

利の濫用ではないか」との言い分を退けて，撤去請求を認めた珍しい事例

である。

　以上の眺望阻害事例は，すべて民事事件として私法的救済手続きに訴え

―　　―8517（517）

決は，被告の行為は，「被告が本件南側土地に本件マンションからの眺望を阻害す
る建物を建築することと同視される行為」であると述べ，その分譲業者に買主の
信頼に対する信義則上の義務違反を理由に損害賠償を命じた。これまた，信頼違
背型・売主原因型に含めても良い事例である。

１３）　多賀城事件では，債権者は，債務者の行為は債権者らの信頼を著しく裏切る
「禁反言的な言動」であると主張したのに対して，裁判所も背信性は著しいとして，
未完成の　８ 階部分の建築禁止の仮処分命令を出した珍しい事例である。

→



たものであることに気づかされる。

Ⅲ　景観破壊事例

　これは，差し当たって（１）自然景観に関する事例，（２）歴史的景観に関す

る事例，（３）都市の風致・美観・景観に関する事例，（４）その他の事例に分

類される。

（１）自然景観に関する事例

　これら４例とも行政訴訟という公法的救済手段によっている。三段峡事

件では地元住民は「特別名勝を鑑賞する権利」を主張したが，裁判所はこ

れを「反射的利益」に過ぎないと一蹴した。有名な日光太郎杉事件は，一

審・二審判決とも原告東照宮の全面勝訴となった。東京高裁判決は，「かよ

うに，本件土地付近が国立公園区域内の特別保護地区に指定されている趣

旨から考えても，その風致・景観は，国民にとって貴重な文化的財産とし

て，自然の推移による場合以外は，現状のままの状態が維持・保存される

べきであるとの見地の下に，最も厳正に現状の保護・保全が図られるべき

ことは当然である」と判示した。越前加賀事件の判決は，「地元住民もしく

は国民一般が自然的景観を鑑賞享受する利益」は「反射的利益」に過ぎな

いとした。宮島の事件は，瀬戸内海国立公園の特別地域，風致地区内で二

階建住宅を建築しようとした原告が，広島県知事等が下した工作物新築不

許可処分を不服としてその取消しを求めたものであるが，原告の請求が棄

却され結果として宮島の景観が守られた事例である。

（２）歴史的景観に関する事例

　京都ホテル事件は，法人格なき社団としての京都仏教会が京都ホテルと

清水建設を相手とする工事禁止の仮処分申請事件，同じく京都市長及び京

都市建築主事を被告とする行政処分取消しの行政事件から成る。この事件

では，裁判上初めて「景観権」・「宗教的・歴史的文化環境権」が主張され

―　　―9
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たのであるが，仮処分の京都地裁決定は，「その内容，要件等が不明確で

あって，これを私法上の権利として認めることはできない」とした。また，

行政事件の京都地裁判決は，原告が主張する権利，利益は「法律上の権利

としては未成熟」であり，「反射的利益」に過ぎない。それは，「近隣居住

者等の日照，通風，採光，住居の静ひつ，防災及び衛生といった個別的具

体的な生活利益とは異質のもの」とも述べ，原告適格なしとするものであっ

た。

　筆者は，眺望利益よりもっと貴重な歴史的景観の保護につき未だこのレ

ベルにとどまっている裁判所の姿勢には疑問を感じざるを得ない。歴史的

に優れた景観が存在し，その景観に親しく接して地元の住民や諸団体が共

同で享受している実体があるならば，それは日照，眺望などと並ぶ生活利

益の一部として法的保護の対象となると考えるべきである。それがなぜ上

記判決がいうように，日照，通風，眺望などの「生活利益とは異質のもの」

といえるのか，十分に説得的とはいえない。これに私法上の権利性を付与

することは可能であり，それが行政事件の原告適格を根拠づける「法律上

の利益」に含まれると解しても何ら不自然なことではない。また，多数の

人々が景観を共同で享受しているという事実は民法上の「公共の福祉」（同

法第１条１項）の内容を成すものであり１４），これを害する私権の行使は「権

利の濫用」として違法性を帯びるものといってよい。

　和歌の浦住民訴訟事件でも，「歴史的景観権」が正面から主張された。し

かし，和歌山地裁判決は，「そのような文化的環境の一環として歴史的景観

が存在しうることは肯定されてよい」としながらも，歴史的景観権につい

ては，「その内容は権利としての保護に値する程度に成熟したものになって

いるとは言いがたい」と述べるにとどまった。吉野町のゴルフ場差止民事

事件では，「歴史的環境権」が提起され，吉野の景観・環境は世界歴史遺産

に匹敵する空間であるとも主張されたのであるが，判決ではこの点は「差

―　　―10515（515）

１４）　広中俊雄『民法綱要第　１ 巻総論上』創文社，１９８９年１１７頁参照。



止請求権の根拠となる権利として法的に許容することは困難」として退け

られたものの，溢水被害のおそれありとの理由で差止め認容となった。

　福山市鞆の浦埋立免許処分仮差止め申立て事件の広島地裁の決定は，申

立て却下であるが，地元住民６３人につき，「この景観に近接する地域内の居

住者，具体的にいえば，少なくとも申立人らが指摘する歴史的町並みゾー

ン内の居住者は，法的保護に値する景観利益を有するものとして，本件埋

立免許について行訴法３７条の４第３項にいう法律上の利益を有するという

べきである。」と述べ，原告・弁護団にとっては「中身で勝訴」の判断を示

した。そのために，本件はあえて抗告されず，今後埋立免許が出された時

点でその取消しを求める行政訴訟が起こされる見込みである。これは後に

見る国立景観事件最高裁判決の判旨にしたがった初めての下級審の判断と

してきわめて注目に値する。

（３）都市の風致・美観・景観に関する事例

　これらのうち，国立市の景観紛争事例及びその他の注目される都市景観

事例はそれだけを取り出して後に別に論じることとし，ここではそれ以外

の事例の概要のみを記す。

　①　諸事例の概要

　日比谷公園環境権事件は仮処分申請事例であるが，東京高裁の抗告棄却

決定の理由付けには次のような注目されるべき判旨が含まれている。「なお，

公の施設の一般使用者といえども，その使用が日常生活上諸般の権利を行

使するについて不可欠のものである等特別の利害関係の存する場合には，

自己の使用に対する妨害の排除を求めることができると解されるが，本件

においてかかる事情の存することについては，主張もなく，疎明も存しな

い。」

　神戸住吉川景観事件では，神戸市が計画した住吉川右岸の道路上に建設

される「新交通六甲アイランド線」の事業は「河川空間を遮断し，眺望・

景観を破壊する」として市民が神戸市長を相手に公金支出の差止めを求め
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る住民訴訟を起こしたものである。判決は，出訴期間経過後の提訴を理由

に訴えを却下した。鎌倉マンション事件では，当初４階以上の建築工事禁

止の本訴が提起され，後に損害賠償請求に訴えが変更された。東京高裁判

決は，景観権につき「対象となる景観の内容，権利の成立要件，権利主体

の範囲等いずれも不明確であるから，景観権を法律上の権利として認める

ことはできない」とする一方，「控訴人主張の眺望は，古都鎌倉における

歴史的風土及びその周囲の風致として法的に認められた地区を観望できる

という点で，客観的に独自の価値をもつものといえ，法的保護に値する生

活上の利益に当たるということができるが，…」とも述べている。しかし，

被告の行為態様などとの比較考量の結果，一般的に是認し得る程度を超え

る不当な侵害があったとはいえないとして，控訴を棄却した。

　国立歩道橋事件と練馬区石神井事件は執行停止申立事例である。前者の

東京地裁決定は市民の申請人適格を認めたが，同事件の本案訴訟の東京高

裁判決は，控訴棄却であり，「本件歩道橋の設置により大学通りの風致美観

が毀損され，付近住民にとって生活の憩いの場が失われるという点につい

ては，控訴人らの主観的，情緒的な感情か或いは道路利用上の反射的利益

に過ぎない」と述べるにとどまる。また，後者の東京地裁決定は，風致を

享受する利益は一般公共の利害に関することがらで，特定の個人の損害と

なるものではないと述べている。いずれも，初期の裁判所の認識のレベル

を示すものといえよう。しかし，これがそのまま現代にも通用するか疑問

である。「景観を大切にすることは人間性の否定することができない文化

的要求である」 １５）との意見こそ現代感覚にマッチするものといえよう。

　横浜山下公園事件，同山手地区事件，京都宝ヶ池事件は，いずれも建築

確認処分，建築物等許可処分の取消請求事例である。これらに共通する判

示事項は，付近住民の風致・美観・景観を享受する利益は「法律上の利益」

ではなく，「反射的利益」，「事実上の利益」でしかなく，したがって，原告

―　　―12
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適格なしとするものである。しかし，最高裁判決では，ある種の生活環境

利益は，一定範囲の住民にとっては一般的公益に吸収解消され得ない個々

人の個別的利益としても保護される趣旨を含む場合があり，その一定範囲

の住民は行政事件訴訟法第９条の「法律上の利益を有する者」に当たると

の見解がしばしば出されるようになっている１６）のであるから，上記のよう

な裁判例の傾向は早晩転換を余儀なくされるであろう。

　東京都立大学深沢校舎跡地高層マンション事件では，住民７６名が長谷工

ら１１社の共同企業体を相手に，景観権・景観利益等の侵害を理由に建物の

高さ２０ ｍを超える部分の建築禁止（ないし撤去）の差止めと損害賠償を求

めたものである。本判決は，建物解体工事中の騒音被害につき慰謝料等の

損害賠償を認容したが，景観利益などはいまだ確立したものとはいえない

としてその余の請求は棄却した。

　漫画家楳図かずお邸新築事件では，東京都武蔵野市吉祥寺の地元住民が，

赤白の横のしま模様の外壁の外観が住宅地の美観・景観を損なうものとし

て仮処分の申立てをしたのであるが，東京地裁の決定は，「公序良俗違反な

どは見当たらず，住民らに塗装を禁止する権利はない」と却下した。私人・

個人の住宅のデザイン，色彩は原則として自由ということなのであろう。

　②　国立市高層マンション建設景観紛争事件

　東京都国立市の通称「大学通り」は，JR国立駅から南に真っ直ぐ約１２００ ｍ

も続く大通りである。合計４車線の都道，両サイドには高さ２０  ｍほどのイ

チョウと少し低い桜の並木が続き，ゆったりとした歩道が配置されていて，

幅４４  ｍの美しいまちなみ景観，街路景観がつくられている。国立市在住の

作家山口瞳が「日本一美しい大通り」と讃えたこの通りは，東京都の「新

東京百景」に選ばれたほか，読売新聞社主催の「新東京街路樹１０景」など
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にも選ばれている。

　１９９９（平成１１）年８月，この大学通りに面した東京海上火災跡地（国立

駅からおよそ１１００ ｍ の所）に明和地所による巨大高層マンション建設計画

（当初最高階１８階　高さ５３ ｍ ４４１戸，後に１４階４４ ｍ ３４３戸に変更）が持ち

上がった。この計画地の北側に細い道路を挟んで隣接する学校法人桐朋学

園は，「東京海上跡地から大学通りの環境を考える会」 １７）を結成し，建設反

対運動を起こした。上原公子市長は，　５ 万人を超える署名と市議会の「建

設見直し陳情」の採択を受けて，明和地所に対して景観条例に基づき建物

の高さを約２０ ｍの並木と調和するよう建設見直しの文書指導等をしたが，

明和地所はこれを無視し続けた。

　そこで，国立市は，マンション計画地の建物の高さを２０ ｍ以下に制限す

る内容を含む「国立市中三丁目地区」につき都市計画法上の地区計画を決

定するとともに，建築基準法６８条の２の規定に基づき「建築物制限条例」

（１９９９年１２月２４日公布，２０００年１月１日施行，同改正条例２０００年２月１日公

布施行）を制定した。一方，明和地所は，東京都多摩西部建築指導事務所

に建築確認を「駆け込み申請」し，２０００年１月５日建築確認済証の交付を

受けて，上記改正条例施行日当時建築工事の「土工事」ないし「根切り工

事」を始めていた。

　建築禁止仮処分申立事件の債権者は，学校法人桐朋学園，同男子部門に

通う生徒７名，近隣の住民６名で，相手方は明和地所及び三井建設である。

債権者らは，本件マンションの建築は国立市の条例及び建築基準法に違反

するものであり，日照，眺望，プライバシー，景観が侵害されると主張し

た。東京地裁八王子支部の決定は申立却下である。同決定は，建築基準法

３条２項が「現に建築…工事中」の建築物については，新しく制定・適用

された法律・条例等は適用されないとしている趣旨は，主として，現行の

法律・条例等に則って建築工事を行っている建築主に不測の損害を生じさ
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せないようにし，もって右建築主の既得権を保護することにあると述べ，

本件マンションは「現に建築…工事中」の建築物に当たり，建築物制限条

例の適用はないとした。また，日照被害は「受忍限度」を超えているとは

いえず，景観を享受する利益も法的保護に値する具体的な権利とみること

はできないとした。

　仮処分事件の抗告審の東京高裁決定は，「現に建築の工事中」であるとい

うためには，「計画された建築物の基礎又はこれを支える杭等の人工の構

造物を設置する工事が開始され，外部から認識できる程度に継続して実施

されていることを要する」と述べ，本件ではその段階に達しておらず，建

築物制限条例の適用対象となるものであり，したがって，本件マンション

は，本件建築物制限条例に適合しない範囲すなわち高さ２０  ｍを超える範囲

において，建築基準法に適合しない建築物に当たると判示した。しかし，

私法上の権利としてマンションの高さ２０  ｍを超える部分の建築差止めを求

め得るだけの受忍限度を超える日照被害があると認めることはできないと

して，抗告を棄却した。同決定は，「環境にしても，景観にしても，その中

に居住して生活する住民の多数が長い間にわたって維持し，価値が高いも

のとして共通の認識の確立したものは，先に居住を開始した住民の単なる

主観的な思い入れにとどまるものではなく，新たに住民となる者や関係地

域において経済活動をする者においても十分に尊重すべきものである」と

の注目すべき意見を示しながらも，環境及び景観に対する住民の利益は，

それのみでは法律上建築差止めの根拠とはなり得ないと述べるにとどまっ

た。

　本事件では，桐朋学園，同教職員，同生徒，地域住民らが原告となり，

「建築物除却命令等請求事件」の行政訴訟も起こされた。被告は東京都多摩

西部建築指導事務所長及び東京都建築主事である。前者に対する請求内容

は，被告が，本件建築物につき高さ ２０  ｍを超える建築の禁止及び除却の

命令を発しないことの違法確認と明和地所等に対して同命令をせよとの義

務づけの請求である。後者に対しては，被告は本件建物につき検査済証を
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交付してはならないというものである。東京地裁判決は，高さ２０  ｍを超え

る部分は建築基準法６８条の２及び国立市建築物制限条例７条に違反する違

法建築物であるとの理由で「違法確認」請求を認め，その他は却下した。

同判決は，根切り工事の着手及びその継続をもって，建築基準法３条２項

の「現に建築の工事中の建築物」には該当せず，したがって本件「建築条

例」が適用されるとした。さらに，建築物の高さ規制が景観を享受する個々

人の個別的利益をも保護する趣旨であるとの注目すべき判断を示し，「中

三丁目地区」地区計画内の地権者学校法人桐朋学園ほか３名の原告適格を

認めた。曰く「景観は，景観を構成する空間を現に利用している者全員が

遵守して初めてその維持が可能になるのであって，景観には，景観を構成

する空間利用者の共同意識に強く依存せざるを得ないという特質がある。」，

「本件地区のうち高さ制限地区の地権者は，法令等の定めの記載とおり，本

件建築条例及び本件地区計画により，それぞれの区分地区ごとに１０メート

ル又は２０メートル以上の建築物を建てることができなくなるという規制を

受けているところ，これら本件高さ制限地区の地権者は，大学通りの景観

を構成する空間の利用者であり，このような景観に関して，上記の高さ規

制を守り，自らの財産権制限を受忍することによって，前記のような大学

通りの具体的な景観に対する利益を享受するという互換的利害関係を有し

ていること，一人でも規制に反する者がいると，景観は容易に破壊されて

しまうために，規制を受ける者が景観を維持する意欲を失い，景観破壊が

促進される結果を生じ易く，規制を受ける者の景観に対する利益を十分に

保護しなければ，景観の維持という公益目的の達成自体が困難になるとい

うべきであることなどを考慮すると，本件建築条例及び建築基準法６８条の

２は，大学通りという特定の景観の維持を図るという公益目的を実現する

とともに，本件建築条例によって直接規制を受ける対象者である高さ制限

地区地権者の，前記のような内容の大学通りという特定の景観を享受する

利益については，個々人の個別的利益としても保護すべきものとする趣旨

を含むものと解すべきである。」以上の判旨は，明らかに先に触れた原告
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適格を拡げる最高裁判決の流れに沿うものである。

　ところが，この事案の控訴審の東京高裁判決は原告逆転敗訴判決を下し

た。同判決は，本件建物は「現に建築…の工事中の建築物」に該当し，し

たがって改正建築条例の適用を受けず，本件建築条例の規定する高さ２０  ｍ

の制限に適合しない建物ではあるが，建築基準法に違反する建物ではない

とした。しかも，同判決は住民の景観享受利益には全く触れていない。本

件は以後最高裁に上告されることとなったが，結果は上告不受理・上告棄

却の決定となった。

　本事件では，別に明和地所が原告となり，国立市，同市長を相手取り条

例無効確認及び損害賠償を求めた事件がある。東京地裁判決は，正当にも

無効確認請求は却下したものの，被告国立市に対して，本件建物が「既存

不適格建築物」となったことによる損害３億５０００万円と「信用毀損行為」

による無形の損害５０００万円の賠償を命じた。なお，本件に係る東京高裁判

決は，一審で国家賠償法上は違法と認定された国立市の地区計画と建築条

例の適法性を完全に認めた上に，国立市の事業者に対する損害賠償につい

ては，本件建物が既存不適格化したことによる損害などはないとしてこれ

を認めず，信用毀損行為ほかの２５００万円の損害賠償金のみを認め，第一審

の認容額を大幅に減額する判断を示した。

　２００１年３月２９日，住民らは，明和地所及び三井建設を相手取り建物建築

工事禁止の差止請求と損害賠償を求める民事訴訟を東京地裁に起こした（訴

訟継続中に建物が完成したので，建物の一部撤去等を求める訴訟に変更さ

れ，建物の購入者１１３名が被告として追加された）。損害賠償は日照被害と

景観破壊に対するものである。景観破壊については，違法部分の撤去がな

されるまで一人毎月１万円の慰謝料を支払えとするものである。２００２年１２

月１８日に東京地裁（宮岡章裁判長）は，本件建物は条例施行時に「工事中」

であったから建築基準法の適用を除外され，同法には違反しないとしたも

のの，土地所有権から派生する付加価値としての「景観利益」は法的保護

に値し，これを侵害する行為は不法行為に該当すること，また，景観利益
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の特殊性と景観利益破壊の程度を総合考慮すると，金銭賠償では被害を救

済することはできないとの理由で，大学通りに面する１棟につき７階以上

に当たる高さ２０  ｍを超える部分の撤去を命じたほか，被告明和地所に対し

て，景観利益を有する地権者３名に建物の撤去がなされるまで各１ヶ月１

万円の慰謝料を支払うよう命じた衝撃的な判決を下した１８）。

　ところが，東京高裁判決は，景観評価の主観性と観望地点の移動性と多

様性ということを理由に景観被害などはないとして，住民側逆転敗訴の判

決を下した。ただし，同判決も，例外的に「不法行為」を構成する場合が

あり得ることを認めざるを得なかった。続いて，２００６年３月３０日，ついに

最高裁（第一小法廷甲斐中辰夫裁判長）判決が出され，上告は棄却された

とはいうものの，最高裁としては，初めて「景観利益」が法的保護に値す

ることを認め，それが民法７０９条の「法律上保護される利益」に含まれると

の画期的な判断が示された。曰く「良好な景観に近接する地域内に居住し，

その恵沢を日常的に享受している者は，良好な景観が有する客観的な価値

の侵害に対して密接な利害関係を有するものというべきであり，これらの

者が有する良好な景観の恵沢を享受する利益（以下「景観利益」という。）

は，法律上保護に値するものと解するのが相当である。」 １９）

　③　その他の注目される都市景観事例

国立景観事件のほかに，同じころ問題となった注目される事例には，名古

屋白壁地区マンション景観事件と京都洛西ニュータウンマンション景観事

―　　―18

１８）　この民事訴訟については，筆者は，学校法人桐朋学園法人本部理事・事務局長
の大西信也氏の求めに応じて，東京地裁に提出する「意見書：景観の法的保護に
ついて」（２００２年８月）を作成した（本稿は後に広島法学２７巻　１ 号，２００３年　６ 月に
掲載された。）。これが，筆者が同事件等にかかわるきっかけとなったものである。

１９）本件の判例評釈については，富井利安「国立高層マンション景観訴訟上告審判
決」谷口知平編集代表『判例公害法』新日本法規出版株式会社，追録第１５８・１５９合
併号，２００７年８３５０ノ５９７頁以下参照。なお，以上の国立の事件の殆どすべての判決
につき，上記『判例公害法』で判例評釈の機会を筆者に提供してくださった新日
本法規出版の編集者の方々，とくに住奥将克氏及び増岡憲治氏に厚く御礼を申し
上げる。
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件がある。前者の仮処分申請事件に係る名古屋地裁の決定は，国立民事事

件の一審東京地裁判決とほぼ同様の理由で高さ２０  ｍを超える建築禁止の差

止めを認容した。ただし，仮処分決定の異議申立てが通り，覆されること

になった。後者の事件に係る京都地裁・大阪高裁判決は，いずれもマン

ションの建築の差止請求棄却ではあったが，評価できる注目点は，良好な

景観を著しく破壊する行為は「不法行為」として損害賠償に値する場合が

あり得ること，また，景観利益の享受が人格権の内容となっていると解す

る余地があることを明言していることである２０）。

（４）その他の事例

　清里リゾートマンション事件では，原告は，JR清里駅付近に地上７階の

リゾートマンションの建築計画を立て，山梨県に建築確認申請をしたとこ

ろ，県建築主事が「山梨県景観条例」に定める関係機関との協議，同意を

得られないとして，建築確認を保留したことに対して，処分保留は違法と

して争ったものである。甲府地裁は原告勝訴の判決を下した。しかし，経

済環境の変化で，実際にはそのマンションは建設されなかったようである。

Ⅳ　む　す　び　に

　日照権については，非常に多くの裁判事例が存在し，その積み重ねの上

に「日照権」という権利は名実ともに確立し，判決例でもその名称が用い

られるようになっているが，眺望利益及び景観利益については，判例の上

で「眺望権」あるいは「景観権」までは認められているとはいえないのが

現状である。国立事件の最高裁判決も「景観利益を超えて『景観権』とい

う権利性を有するものを認めることはできない」と明確に述べている。し
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２０）　この京都の事件でも，筆者は「意見書：景観利益の法的保護要件と効果につい
て」と「意見書：景観利益の侵害の私法的救済について」を書き綴る経験をした。
前者は大阪高裁に提出され，後者は最高裁第一小法廷に提出されたものである。
それぞれ後に，広島大学総合科学部紀要Ⅱ・社会文化研究３０巻，２００４年　５ 頁，広島
法学２９巻　２ 号，２００５年２４５頁に掲載された。
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かし，上記で概観してきたように，眺望利益は勿論のこと，景観利益の私

法上の権利性が実質的に認められるようになったことは明らかであって，

かつて，それは法的保護とは無縁の「偶然の恩恵的利益」，「事実上の利益」，

「反射的利益」に過ぎないとの裁判所の判断が主流を占めてきたことを思

えば，いまや隔世の感がある。

　景観利益の権利性，法的保護の可能性が認められるようになったとして

も，結果として，裁判で著しい景観破壊が未然に防がれた勝訴例は残念な

がら殆どないのも現実である。前掲最高裁判決も，「ある行為が景観利益に

対する違法な侵害に当たるといえるためには，少なくとも，その侵害行為

が刑罰法規や行政法規の規制に違反するものであったり，公序良俗違反や

権利の濫用に該当するものであるなど，侵害行為の態様や程度の面におい

て社会的に容認された行為としての相当性を欠くことが求められると解す

るのが相当である。」とも述べて，景観利益の法的保護要件を厳しく制限

しようとする意図が見られる。

　しかし，以上の判決要旨は，今後同種の事例が積み上げられていくなか

で，もっと発展的な法準則に仕立て上げられてゆく可能性を秘めていると

筆者は考えたい。その際，かつて，日照権が確立される過程の初期の裁判

例で，当初は「害意」のあるシカーネ的権利行使で違法性の強い事例にの

み「権利の濫用」を援用し，法的保護の可能性を限定しようとする例が見

られた。やがて，害意という主観的な要素を重く見ることから脱却して，

客観的に見て違法であり，不法行為が成立する場合にも保護範囲を拡げる

判例が増えてきたのであるが，その道筋が景観権にとっても示唆的とはい

えないであろうか２１）。そのためにも，今後とも景観権確立への第一歩とし

て，「景観利益」の法的保護要件の基準をより明確にし，さらにその法効果

論を一層発展させることが法律学に課せられたテーマといえよう。
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２１）　沢井　裕・潮海一雄「日照権確立への道程――最高裁昭和４７年６月２７日判決を
契機として――」判例タイムズ２７９号，１９７２年　２ 頁以下参照。



　［本稿及び後掲の「一覧表」は，平成１２年度～平成１４年度科学研究費補助

金（基盤研究（Ｂ）（１））研究成果報告書（研究代表者・香川大学法学部教授

中山　充）『瀬戸内海地域の環境保全と海域利用に関する総合的法学研究』

（２００３年２月）１４６頁所収の富井利安「眺望・景観の保護と裁判例の動向」

の論文を元に，その後の事態の推移と新たな判例を追加し，タイトルも変

更して大幅に加筆修正を行ったものであることを付記する。］

眺望・景観訴訟事件の諸類型一覧表

Ⅰ　眺望阻害事例
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（１）旅館事業者等の事例
　１　群馬猿ヶ京温泉事件（前橋地判昭３６・９・１４下民集１２・２２６８，東京高判昭
３８・９・１１判タ１５４・６０）

　２　琵琶湖晴嵐荘事件（大津地判昭４０・９・２２行集１６・９・１５５７）
　３　和歌山白浜温泉事件（和歌山地田辺支判昭４３・７・２０判時５５９・７２）
　４　三重鳥羽湾近鉄事件（津地判昭４４・９・１８判時６０１・８１，名古屋高判昭４５・
１・２２判時６０１・８５）

　５　京都岡崎有楽荘事件（京都地決昭４８・９・１９判時７２０・８１）
　６　宮城松島海岸事件（仙台地決昭５９・５・２９判タ５２７・１５８，仙台地判平元・

２・１判タ８５８・２６６，仙台高判平５・１１・２２判タ８５８・２５９）
（２）広告看板等遮蔽事例
　７　銀座朝日電光ニュース社事件（東京地判昭３８・１２・１４判時３６３・１８）
　８　新宿ビクターレコード事件（東京地判昭４４・６・１７判タ２３９・２４５）
　９　港区英国航空会社事件（東京地判昭５７・４・２８判時１０５９・１０４）
１０　港区広告看板設置請求事件（東京地判平１７・１２・２１判タ１２２９・２８１）
（３）マンションに関する事例
　①　マンション等の建設によるマンション住民の被害事例
１１　田園調布スカイマンション事件（東京地判昭４９・１・２５判時７４６・５２）
１２　熱海フジタマンション事件（東京地決昭５１・３・２判時８３４・８１，東京高決

昭５１・１１・１１判時８４０・６０）
１３　札幌丸紅不動産マンション事件（札幌地判昭６３・６・２８判時１２９４・１１０）
１４　千葉御宿シーハイツマンション事件（東京地判平２・６・２６判タ７４３・１９０）
１５　伊豆高原マンション事件（東京地決平２・９・１１判タ７５３・１７１）
１６　長野湯田中温泉リゾートマンション事件（東京地判平５・１１・２９判時
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１４９８・９８）
１７　芦屋朝日住建マンション事件（大阪地判平５・１２・９判時１５０７・１５１）
１８　宮城多賀城マンション事件（仙台地決平７・８・２４判時１５６４・１０５）
１９　群馬草津リゾートマンション事件（横浜地判平８・２・１６判時１６０８・１３５）
２０　大阪ベルシャトウマンション事件（大阪地判平１１・１２・１３判時１７１９・１０１）
２１　札幌住友不動産マンション事件（札幌地判平１６・３・３１判例集未登載）
２２　隅田川花火観望阻害事件（東京地判平１８・１２・８判時１９６３・８３）
　②　マンション売買解約事例
２３　京都二条城マンション事件（京都地判平１０・３・２４判タ１０５１・２９０，大阪高

判平１１・９・１７判タ１０５１・２８６）
２４　福岡「オーシャンビュー」マンション反訴事件（福岡地判平１８・２・２判

タ１２２４・２５５）
　③　マンション建設による低層住宅の被害事例
２５　武庫山住宅地マンション建設差止事件（神戸地伊丹支判昭４５・２・５判時

５９２・４１）
２６　仙台青葉山マンション事件（仙台地決昭４９・３・２８判時７７８・９０）
２７　名古屋大京観光マンション事件（名古屋地判昭５８・８・２９判時１１０１・９１）
２８　愛知知多半島別荘事件（名古屋地半田支決昭６１・１・１３判時１２０２・５９，名

古屋高決昭６１・４・１判時１２０２・５８）
２９　木曽駒高原事件（大阪地判平４・１２・２１判時１４５３・１４６）
３０　京都右京区マンション事件（京都地判平５・３・１６判タ８２７・２５０）
３１　大阪忍ヶ丘マンション事件（大阪地判平１０・４・１６判時１７１８・７６，大阪高

判平１０・１１・６判時１７２３・５７）
（４）その他の眺望阻害事例
３２　京都平安閣事件（京都地判昭４５・４・２７判時６０２・８１）
３３　横須賀野比海岸事件（横浜地横須賀支判昭５４・２・２６判時９１７・２３）
３４　姫路三景園建築協定違反撤去請求事件（神戸地姫路支判平６・１・３１判時
１５２３・１３４）

３５　岐阜各務原配水池事件（岐阜地決平７・２・２１判時１５４６・８１）
３６　長野学者村事件（長野地上田支判平７・７・６判時１５６９・９８）
３７　大阪池田市五月荘園事件（大阪地判平１１・４・２６判タ１０４９・２７８）

（１）自然景観に関する事例
　１　広島特別名勝三段峡事件（東京地判昭３０・１０・１４行集６・１０・２３７０）
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　２　日光太郎杉事件（宇都宮地判昭４４・４・９判時５５６・２３，東京高判昭４８・
７・１３判時７１０・２３）

　３　福井越前加賀国定公園事件（福井地判昭４９・１２・２０訟月２１・３・６４１）
　４　瀬戸内海国立公園宮島建築等不許可取消請求事件（広島地判昭５７・１２・１６
行集３３・１２・２４５１）

（２）歴史的景観に関する事例
　５　伏見桃山コープ仮処分事件（京都地決昭５８・１０・１１判時１１００・１２６）
　６　滋賀三井寺バイパス事件（大津地判昭５８・１１・２８判時１１１９・５０）
　７　京都ホテル仮処分申請事件（京都地決平４・８・６判時１４３２・１２５）
　８　京都ホテル行政訴訟事件（京都地判平６・１・３１判例自治１２６・８３）
　９　和歌の浦事件（和歌山地判平６・１１・３０判例自治１４５・３６）
１０　奈良吉野町ゴルフ場事件（奈良地葛城支判平１１・３・２４判タ１０３５・１９０）
１１　福山鞆の浦埋立免許仮差止め申立て事件（広島地決平２０・２・２９判例集未

登載）
（３）都市の風致・美観・景観に関する事例
１２　国立市歩道橋事件（東京地決昭４５・１０・１４判時６０７・１６，東京地判昭４８・

５・３１判時７０４・３１，東京高判昭４９・４・３０判時７４３・３１）
１３　練馬区石神井風致地区事件（東京地決昭４６・６・１６行集２２・６・８４３）
１４　日比谷公園環境権事件（東京地決昭５３・５・３１判時８８８・７１，東京高決昭
５３・９・１８判時９０７・６１）

１５　日比谷公園住民訴訟事件（東京地判昭５３・１０・２６行集２９・１０・１８８４）
１６　横浜山下公園事件（横浜地判昭５５・１１・２６行集３１・１１・２５２０）
１７　横浜山手地区共同住宅事件（横浜地判昭５９・１・３０判時１１１４・４１）
１８　京都宝ヶ池プリンスホテル事件（京都地判昭６１・１・２３判時１１９１・７８）
１９　神戸住吉川景観事件（神戸地判平３・２・２５判タ７６７・１０４）
２０　国立景観仮処分申請事件（東京地八王子支決平１２・６・６判例集未登載，

東京高決平１２・１２・２２判時１７６７・４３）
２１　鎌倉マンション事件（東京高判平１３・６・７判時１７５８・４６）
２２　国立景観行政訴訟事件（東京地判平１３・１２・４判時１７９１・３，東京高判平
１４・６・７判時１８１５・７５，最決平１７・６・２３判例集未登載）

２３　国立駅前景観国賠事件（東京地八王子支判平１３・１２・１０判時１７９１・８６，東
京高判平１５・２・２７判例集未登載，最決平１５・１１・２１判例集未登載）

２４　国立明和損害賠償等請求事件（東京地判平１４・２・１４判時１８０８・３１，東京
高判平１７・１２・１９判例自治２７７・６１）

２５　国立景観民事差止等請求事件（東京地判平１４・１２・１８判時１８２９・３６，判タ
１１２９・１００，東京高判平１６・１０・２７判時１８７７・４０，最判平１８・３・３０判時
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　〔以上の表は，２００８（平成２０）年３月現在，公刊されている判例集に掲載

された事例（一部未登載事例を含む。）を筆者が収録し，独自の基準で整理

分類したものである。無論見落とした事例があり得ることをお断りしてお

きたい。

　引用した判例集等の略称は以下のとおりである。「民集」・最高裁判所民

事判例集，「行集」・行政事件裁判例集，「下民集」・下級裁判所民事裁判例

集，「訟月」・訟務月報，「判時」・判例時報，「判タ」・判例タイムズ，「判例

自治」・判例地方自治。〕
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１９３１・３，判タ１２０９・８７）
２６　名古屋白壁地区景観仮処分申請事件（名古屋地決平１５・３・３１判タ１１１９・
２７８）

２７　国立景観関連野党市議損害賠償事件（東京地八王子支判平１５・９・１判時
１８３７・６８）

２８　京都洛西ニュータウン景観事件（京都地判平１６・３・２５判例集未登載，大
阪高判平１７・３・１６判例集未登載，最決平１８・５・２２判例集未登載）

２９　都立大学跡地マンション事件（東京地判平１７・１１・２８判時１９２６・７３）
３０　楳図かずお邸新築美観事件（東京地決平１９・１０・１２判例集未登載）
（４）その他の事例
３１　山梨県清里リゾートマンション事件（甲府地判平４・２・２４判時１４５７・８５）


